
平成26年度 地震調査研究成果の

普及展開方策に関する調査
（アンケート・ヒアリング調査）

結果報告

地震本部事務局
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①地震調査研究推進本部の成果（おもに、全国地震
動予測地図、震源断層を特定した地震動予測地図、
長期評価）に対する一般国民及び地方公共団体等
のニーズ把握
②これまでの地震調査研究の成果に対する一般国民
及び地方公共団体等の認識を把握
③地震本部の成果の活用状況及び活用方策の課題を
把握し、その改善策の基礎資料とする

※平成22年度以降、これまでに実施してきた調査結
果と、可能な範囲で比較分析を行う

調査の目的
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平成２２年度
地震調査研究推進本部の成果の効果的な普及方策
についての議論のための調査
⇒広報活動全般の見直しに活用

平成２３年度
新総合基本施策見直しの議論のための調査
⇒平成２４年の新総合基本施策見直しに活用

平成２４年度
教材作成等のための調査
⇒パンフレットや動画の作成等に活用

平成２５年度
津波長期評価に関する議論のための調査
⇒津波評価部会における検討に活用

これまでの調査テーマ
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平成２６年１２月に、全国地震動予測地図を４年ぶりに
正式版として公表したことから、これをテーマとして取り
上げた。

とくに、以下の観点からの調査を実施。
○国民が地震動予測地図を正しく理解しているか。
○確率の低い地域でどのように捉えられているか。

○地方公共団体では、地震動予測地図がどのように活
かされているか。
また、どのような活用法が考えられるか。
等。

平成２６年度調査のテーマ
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調査対象 実施方法 対象数 実施状況

(1)一般国民 アンケート調査（インターネッ
ト調査）
全国の16歳以上80歳以下の男女
を地方別に人口・性別・年代比
で抽出

2,000 平成27年3月
10日～3月11
日実施

(2)地方公共団体 (2)－１ メールによるアンケー
ト調査

479件 平成27年２月
末～３月実施
302件回収
（回収率

63.0％）

(2)－２ ヒアリング調査 15団体 平成27年２月
～３月実施(3)民間企業（地震

保険、土木構造物、
民間住宅取扱い企
業等）

ヒアリング調査 7団体

調査対象

概要版p.2、詳細版p.1 5

一般国民向け調査はインターネット調査であるため、サンプルの情報リテラシーが平均的な国民
よりも高い可能性があることに留意する必要がある。



国民向け：

地震・防災へ
の関心度と
不安感

地震や地震防災対
策への関心度は、
東日本大震災以降
大きく高まり、その
後低下してきたが、
下げ止まり傾向が
見られる。

不安感も過去３年
間横ばいである。
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地震や地震防災対策
への関心度
（国民向け）

17.1

63.0

26.5 29.5 25.2

53.1

31.7
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まあ不安

大いに不安

居住地域における
大地震発生の不安感
（国民向け）

概要版p.6、詳細版p.33、35 6



３つの成果の認知度と利活用度

概要版p.4、詳細版p.10、52

４割程度の国民が、確率論的地震動予測地図や長期評価を見たこ
とがあるが、震源断層を特定した地震動予測地図の認知度は低い。
自治体では、長期評価の利活用度が最も高い。
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自治体 ：すでに知っていて使っている
一般国民 ：内容を詳しく知っている
自治体 ：知っていたが、使っていない
一般国民 ：見たことはあるが、詳しい内容は知らない
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国民向け：３つの成果の認知度の時間推移
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内容を詳しく知っている

見たことはあるが、詳しい内容は知らない

東日本大震災の前に見たことがあった

東日本大震災後に初めて見た

見たことがある

記憶が定かではないがこのような地図を見た気がする

知っていた

そんなにたくさん長期評
価されているとは知らな
かった、等

年度により選択肢が異なるので、本来比較には適さないが、以下の
傾向が見て取れる。
・確率論的地震動予測地図は認知度が上がっている
・震源断層を特定した地震動予測地図は認知度は上っていない

詳細版p.10
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詳細版p.11

男
性

女
性

地震あるいは津波
の被害を受けた

その他の自然災害
で被害を受けた

自然災害で被害を
受けたことがない
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国民向け：サンプルの属性と３つの成果の認知度

年齢

年齢 居住地

被災経験

60歳以上の男性の認知度が高く、39歳以下の女性で認知度が低い。
地震や津波の被災経験がある場合、認知度が高い。

３つとも知っている ２つ知っている １つ知っている いずれも知らない



３つの成果の分かりやすさと役立ち度

概要版p.5、詳細版p.13、71
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地震本部の情報は、
防災対策推進上役に
たつか（自治体向け）

確率論的地震動予
測地図

震源断層を特定した
地震動予測地図

活断層及び海溝型
地震の長期評価
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確率論的地震動予
測地図

震源断層を特定した
地震動予測地図

活断層及び海溝型
地震の長期評価

国民は確率論的地震動予測地図を最もわかりやすいと感じている
が、自治体は長期評価が最も役に立つと考えている。
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11詳細版p.14

国民向け：確率論的地震動予測地図からわかること

確率論的地震動予測地図を正しく理解
しているかを調査した。

２割以上の回答者が、次に大きな揺れ
に見舞われる地域や時期が分かると認
識していた。

（複数回答）
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国民向け：確率が何％以上で防災対策をとる必要があると思うか

25年度調査では「50%以上」で
対策をとる必要があると答える
人が多かったが、26年度調査
では、10～30%でも対策の必要
性を認識する人が増加した。

概要版p.10、詳細版p.18 12



国民向け：居住地の確率とその危険度
居住地の確率を答えてもらったあと、その確率についてどう思うかを尋ね
た。
居住地の確率が26%以上の場合、63%の回答者が「とても危険である」と
認識した。同様に、6%以上26%未満の場合、半数以上の回答者が「ある
程度危険である」と考えている。一方、3%未満では、半数以上の回答者が
「あまり危険ではない」「まったく危険ではない」と認識している。

詳細版p.17 13

居住地の確率



国民向け：地震防災関心度・地震動予測情報
認知度と防災対策実施度

地震防災関心度 調査数
（％）

防災対
策実施
項目数
平均
（個）

地震予測情報
(地震本部の成果)

認知度

調査数
（％）

防災対
策実施
項目数
平均
（個）

全 体 2000 4.45 全 体 2000 4.45

100.0 100.0

大いに関心がある 637 6.17 ３つとも知ってい
る

262 6.65

31.9 13.1

まあ関心がある 1053 4.11 ２つ知っている 330 5.47

52.7 16.5

あまり・まったく関心
がない

310 2.10 どれか１つ知って
いる

602 4.63

15.5 30.1

いずれも知らない 806 3.20

40.3

地震防災に関心が高いほど、また、地震本部の成果を知っている
ほど、実施している防災対策の項目が多い。

詳細版p.97 14



自治体向け：確率論的地震動予測地図の利活用状況
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建物の耐震診断、評価、
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危険物施設・要援護者
（要配慮者）施設等の立
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概要版p.12、詳細版p.63 15



自治体向け：確率論的地震動予測地図を活用すると良いこと

詳細版p.56

住民や地域防災
リーダー、子ども向
けの広報・啓発・教
育等での活用が効
果的と考えられて
いる。

また、全体的に確
率の高い地域の方
が効果的に活用で
きると考えられてい
る。

確率が低い地域で
は、企業等の誘致
活動に効果がある
と考えている自治
体も多い。

確率の高い地域に効果的(%) 確率の低い地域に効果的(%)
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自治体向け：３つの成果の問題点・課題

詳細版p.57、62、64

確率論的地震動予測地図、長期評価とも、確率の精度がわからな
いという回答が多かった。また、作成方法が説明できない、確率が
低い場合に安心情報になるといった回答も多く見られた。
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※各８～１３の選択肢を示し、そのうち回答が
多かった選択肢５つを掲載。いずれも複数回答

(%) (%) (%)
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J-SHISの認知度と課題
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「使っている（使ったことがある）」
と「今後使いたい」の合計は、都
道府県で 81.0%、市区町村で
85.1%、一般国民で70.2%に及ぶ。
J-SHISをいかに周知・広報するか
が大きな課題と言える。

（一般国民向けは、
「使ったことがある」）

詳細版p.14、58

都道府県
市区町村



自治体向け：ポスター・リーフレットの入手希望
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議会答弁の際に引用する

広報（広報誌、放送等）に活用する

地域防災計画やマニュアル等に活用する

防災担当部局等で供覧する

来客等に供覧するようリーフレットを庁内等に置く

ポスターを庁内等に貼る

ポスターやリーフレットの使い方（複数回答）
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都道府県
市区町村

詳細版p.65

2014年版「全国地震動予測地図」について、ポスターやリーフレット
を希望する自治体が全体の７～８割を占めた。

(%)



国民向け：情報収集源

詳細版p.27、28 20

地震に関する情報の情報源（複数回答） 地震調査研究の成果をどのような

手段で知らせたら良いか（複数回答）

情報源としてのテレビの重要性が際立っている。
また、新聞は徐々にポイントが低下している。

39歳以下の女性
に限れば27%



自治体向け：情報収集源

21詳細版p.51、53
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この調査を通じて初めて知った

住民の方や民間業者の方等を通じて

上司や同僚を通じて

ホームページやインターネットを通じて

国や都道府県から伝えられて

テレビや新聞での報道を見聞きして

確率論的地震動予測地図を知ったきっかけ（自治体向け：複数回答）

都道府県
市区町村
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85.7
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73.8

31.0

66.7

97.6

92.9
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専門家によるアドバイス

学会・研究会・シンポジウム

専門書や専門雑誌

テレビ、ラジオ、新聞等

国や自治体の研修

大学のＨＰ

国・自治体以外のＨＰ

国・自治体のＨＰ

国・自治体の通知・送付物

地震災害や地震防災対策に関する情報の入手元（複数回答）

国から直接自治
体に伝える情報
が重要

市区町村は専門
的な情報を入手
する機会に乏し

い

国のＨＰも重要な
情報源



①地方公共団体による普及促進
・特に、市区町村に対する地震本部の成果の普及促進（認知度を高める）

②確率の高低に応じた活用策の普及
・企業誘致等に確率が「低い」ことを活用することが不適切であれば、そのことを含め
広報・普及する必要がある。

③基礎データ・手法の公開による普及促進
・（参考）内閣府の揺れやすさマップは、約４割の市区町村で発行。
一般国民の認知率は５％と低いが、内閣府がデータと手法を公表したことにより、
不動産業者や住宅メーカー等の民間レベルでの需要が高まる。
→ ・Ｊ－ＳＨＩＳを通じての活用促進

・Ｅ－ディフェンスの周知促進

④地震本部の成果の活用事例・ガイドラインの作成

⑤一般国民の属性に応じた普及策の推進
・中高年男性中心の普及から、若者や女性をターゲットとする普及促進
・学校教育における活用促進

考察 地震本部が行うべき普及方策
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